
74地域活動支援センター運営事業【福祉課】
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市民 事業者

職員 その他

担当課 福祉課

予算区分（款-項-目-中事業） 1-4-5-1 地域生活支援事業

（中事業名） 地域生活支援事業 決算書ページ 107 一般

基本目標 誰もがいきいきと安心して暮らせるまち

政策 住み慣れた場所で安心して暮らすことができる地域づくり

施策 くらしを支える生活基盤の充実

開始年度 令和5年度

終了予定年度 年度 　未定 市民・民間事業者との連携協働の可能性 民間事業者とのみ協働可

根拠法令等 長久手市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、地域生活支援事業実施要綱

関連計画 長久手市障害者基本計画

アウトプット（詳細はⅡへ） アウトカム（詳細はⅢへ）

②活動指標 ③中間成果 ④最終成果

【対象】

　対象の数： 約2,000人

【事業内容】

（成果指標名）

令和７年度長久手市行政評価票（Ａ票：事業評価票） 対象年度 令和６年度

事業番号 74 事業名
地域活動支援センター運営事業

総
合
計
画

そ
の
他

①事業概要

（どんな取組を行うのか） （取組の進捗をはかるもの。
　また、それがどうなるのか）

（①【対象】がどのような
状態に変わるのか）

（大事業の将来像）

地域活動支援センターにおいて
人との交流や活動を通じて、自
立した生活ができるようにな
る。

障がいのある方が地域の中で自
立した生活を送れるように、創
作的活動、生産活動、地域交流
などの機会を提供する地域活動
支援センターを運営します。

安定した日常生活のために地域
活動支援センターが役立ってい
ると回答した利用者の割合

Ⅰ

　
基
本
情
報

事
業
の
概
要
・
目
的

【アクションプラン指標】
１日あたりの平均利用者数
（人）

【その他の指標】

大
事
業
共
通

障がいのある人が、自立した日
常生活又は社会生活を営むこと
ができる。
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【アクションプラン指標】 基準値 7 目標値 12 9 12 13 15

目標値 15 実績 4

基準値 目標値

目標値 実績

基準値 目標値

目標値 実績

基準値 目標値

目標値 実績

　各年度の取組、改善したこと。目標が達成できなかった場合はその理由

活動指標名 単位
基準値（2023年）
目標値（2028年）

※AP指標のみ
区分

R6(2024)
年度

R7(2025)
年度

R8(2026)
年度

R9(2027)
年度

R10(2028)
年度

1 人
１日あたりの平均利用者数【単年】

2

3

4

事業開始
の背景

障がいのある方が地域の中で自立した生活を送れるように、創作的活動、生産活動、地域交流などの機会を提供する場として地域活動支援
センターを設置した。

Ｒ
６

周知広報の工夫、活動プログラムの充実、医療との連携強化を図っ
たが、利用者の多くが精神障がい者であり、利用者同士の相性、心
身の不調、送迎がないこと等の理由で、想定以上に利用者数が伸び
なかった。
なお、地域活動支援センターを利用しなくなった人の中には、次の
ステップとして就労継続支援事業につながった人もいる。

Ｒ
７

Ｒ
８

Ｒ
９

Ⅱ
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標
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- 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度

成果指標名（中間成果をはかるもの） 単位 成果指標の推移と目標

【現状】

― ー 88.9 90 90

成果達成状況 指標目標値の根拠

Ａ.想定より良い　Ｂ.想定どおり　Ｃ.どちらともいえない

Ｄ.想定を下回っている

評価の理由、分析

今後の方向性 今後の方向性の理由

Ａ.拡充　Ｂ.現状維持

Ｃ.縮小　Ｄ.廃止

改善ポイント

（成果指標を踏まえ、総合計画基本目標達成のため、必要性、有効性、効率性、公平性、歳入確保の観点等から見直しの余地のある取組を記入）

見直し

可能年度

安定した日常生活のために地域活動支援セン
ターが役立っていると回答した利用者の割合

％

Ｃ

令和6年度にセンターを利用したことがある利用者のアン
ケートの結果を元に設定した。
※令和６年度から指標に係る数値を確認年間で37人の利用があったが、アンケ―トに回答があったのは半数弱の18人であり、また

利用者には日常的に通所している人から年に数回の人など利用頻度も様々であることか
ら、アンケート結果のみで成果を達成できたとは言えないが、主として精神障がい者の日
中の居場所として認知が広がってきていると考える。

Ｂ 障がいがある方が活動や交流できる機会や居場所が必要なため、現状維持とする。

見直しの余地のある取組名
見直しの
方向性

理由及び具体的な見直しの内容

1 地域活動支援センター

　拡充
　改善
　縮小
　廃止

現在地域活動支援センターへの送迎サービスは行っていないが、公共交通機関を利用しな
くては通所できないことが理由で、通所につながらない人が一定数いる。利用開始時だけ
でも、送迎を行い手厚い支援を行う必要がある。

R8

2

　拡充
　改善
　縮小
　廃止

3

　拡充
　改善
　縮小
　廃止
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R8年度の費用（R7年度比） （単位：千円） R5(2023)年度 R6(2024)年度 R7(2025)年度

Ａ.拡充　Ｂ.現状維持 予算 決算 予算 決算 予算

Ｃ.縮小　Ｄ.廃止 99,386 80,638 49,897 48,071 47,408

理由 合計額 56,568 54,203 18,139 13,662 15,194

（内　国費） 12,295 11,874 12,219 9,107 10,338

（内　県費） 8,054 5,937 5,920 4,555 4,856

（内　諸収入） 36,219 36,392

（内　その他）

一般財源 42,818 26,435 31,758 34,409 32,214

積算額 R7年度予算の内訳　＜細々節名、　予算額、（R6年度予算額）＞

Ｂ 事業費

特
定
財
源

障がいのある方が地域の中で自立した生
活を送れるように、場所の提供を行う必
要があるため。

Ⅳ

　
費
用

令
和
８
年
度
予
算
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向
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（
P
L
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N
）

３
年
間
の
推
移

地域活動支援センター運営事業委託 
10,000千円

身体障害者日常生活用具給付費 10,702千円（5,550千円）
就労支援モデル事業報償金 600千円（0千円）
居室確保事業費助成金 184千円（0千円）
アドバイザー報償金 360千円（360千円）
成年後見制度申立手数料 200千円（200千円）
地域活動支援センター運営事業委託 10,000千円（10,000千円）
理解促進事業助成金 100千円（100千円）
自発的活動支援事業助成金 200千円（200千円）
成年後見制度利用支援事業助成金 2,061千円（2,061千円）
障がい者社会見学助成金 800千円（800千円）
訪問入浴サービス事業給付費 2,250千円（2,250千円）
自動車運転免許取得・改造助成事業給付費 100千円（100千円）
居室確保事業給付費 0千円（225千円）
地域活動支援センター事業給付費 603千円（1,205千円）
移動支援事業給付費 3,664千円（5,280千円）
障害児日常生活用具給付費 0千円（2,435千円）
日中一時支援事業給付費 15,584千円（19,131千円）


